東温市家庭教育学級推進事業実施要綱

（趣旨）
第1条　この要綱は、東温市家庭教育学級推進事業実施要領（以下「要領」という。）に基づく家庭教育学級推進事業（以下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

（委託手続）

第2条　事業の委託を受けようとする家庭教育学級は、事業計画書（様式第１号）を市長に提出するものとする。

2　市長は、提出された事業計画の内容が本事業の趣旨を踏まえた適切な計画であることを認めた場合、当該家庭教育学級と東温市家庭教育学級推進事業委託契約書（様式第2号）を締結するものとする。

（委託期間）
第3条　事業の委託期間は、委託契約締結の日から翌年の3月31日までとする。

（委託料）
第4条　委託料の額は、1教育学級当たり年額50,000円を限度とする。

2　市長は、事業を受託した家庭教育学級（以下「受託者」という。）からの請求書（様式第3号）の提出により、前金払により委託料を支払うものとする。

（事業成果の報告）
第5条　受託者は、事業が完了したときは、事業が完了した日から10日以内又は委託を受けた期間に属する年度の3月31日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第4号）及び収支精算書（様式第5号）に市長が指示する書類を添付して提出するものとする。

（委託料の返還）
第6条　市長は、受託者が、要領若しくはこの要綱に反したとき、又は委託事業の遂行が困難であると認めたときは、委託契約を解除し、委託料の全部又は一部の返還を命じることができる。
（事業計画の変更等）

第7条　受託者は、本事業の事業計画を変更する場合は、あらかじめ市長に計画変更を申請し、指示を受けるものとする。

2　受託者は、代表者又は所在地を変更する場合及び事業の遂行が不可能になった場合は、速やかに市長に報告し、指示を受けるものとする。
（再委託の禁止）
第8条　委託された事業は、第三者に委託することはできない。

（著作権等）
第9条　受託者は、本事業により発生した権利がある場合は、本事業完了後速やかに発生した権利を市長に返納するものとする。

2　本事業の実施により受託者が作成したパンフレット、チラシ、資料、報告書等これらに類するものの著作権は、受託者に帰属させるものとする。

3　受託者は、前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めたものの使用について許諾するものとする。

（書類の保存）

第10条　受託者は、委託料に係る収入及び支出を明らかにする帳簿、領収書その他関係証拠書類について、本事業を実施した翌年度から起算して5年間、整理保存するものとする。

（教育委員会の指導）
第11条　東温市教育委員会は、委託した事業が事業の趣旨に反すると認められる場合は、必要な更正措置を講ずるよう求める。

2　東温市教育委員会は、受託者の求めに応じて指導・助言を行うとともに、その効果的な運営を図るため協力する。

3　東温市教育委員会は、必要に応じて受託者の事業の実施状況及び経理状況について実態調査をすることができる。

（委任）

第12条　この告示に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成26 年4月1日から施行する。
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